
衆議院厚生労働委員         様 
 
国民の福祉の増進にご尽力されていることに敬意を表します。 
さて、今国会に上程の介護保険法等改正法案に「社会福祉施設職員等退職手当共済制度」（以降「退職共済制度」

と略）の改悪が盛り込まれていることはご存知のことと思います。 
その主な内容は、2006年４月 1日から、①1割の給付水準の引下げ、②特別養護老人ホーム等介護保険対象施
設・事業の新規採用職員への国・都道府県の助成金の廃止、③公費助成廃止の対象となる介護保険施設・事業に

ついては職員全員の同意を得て「退職共済制度」からの脱退を可能とする、というものです。 
現在福祉職場では、利用者の高齢化や障害の重度化、ニーズの多様化、複雑な社会状況も反映した処遇困難な

子どもや被虐待児の増大など、より多くの人手の確保はもちろんのこと、経験豊かな福祉人材と専門性の確保・

向上が強く求められています。  
しかし、この間の社会福祉制度「改革」等により、賃金や労働条件の引下げ、正規職員の削減やパート・非常

勤など非正規労働者の急増、労働強化や過密労働、サービス残業の増大など、労働環境の悪化がすすみ、職員の

中には、生活難と共にメンタルな疾病を含む健康破壊が広がり、これまで以上に「働き続ける」ことが困難にな

っています。 
施設職員の処遇向上、人材確保に大きな役割を果たしている「退職共済制度」が改悪され、退職金の給付水準

が引下げられれば、「がんばって働こう」という意欲をそぎ、職員がより高い専門性を身につける条件がいっそう

狭められることは明白です。 
また、介護保険対象施設への公費助成の廃止によって、新規職員の掛け金はすべて経営者が負担することにな

り、その掛け金捻出のために賃金の引下げや不安定雇用労働者の増大に拍車がかかることは明らかです。それら

が結果的には利用者への福祉サービスの低下を引き起こすことになりかねません。 
いま求められていることは、安定的に働き続けられるよう社会福祉職員の労働環境を改善することです。その

ためには、少なくとも現行の「退職共済制度」の給付水準の引下げや公費助成の廃止はやめるべきです。 
厚生労働委員会での審議に当たって、利用者の状況や福祉現場の実態、福祉施設や福祉労働者に求められてい

る役割等を考慮し、「退職共済制度」の改悪に反対して下さるよう要請致します。 
 

               全国福祉保育労働組合 
                           （施設名） 

 
（名前） 

              

福祉労働者の声を聞いて下さい 

 
 
 
 
 
 
 

 



参議院厚生労働委員        様 
 
国民の福祉の増進にご尽力されていることに敬意を表します。 
さて、今国会に上程の介護保険法等改正法案に「社会福祉施設職員等退職手当共済制度」（以降「退職共済制度」

と略）の改悪が盛り込まれていることはご存知のことと思います。 
その主な内容は、2006年４月 1日から、①1割の給付水準の引下げ、②特別養護老人ホーム等介護保険対象施
設・事業の新規採用職員への国・都道府県の助成金の廃止、③公費助成廃止の対象となる介護保険施設・事業に

ついては職員全員の同意を得て「退職共済制度」からの脱退を可能とする、というものです。 
現在福祉職場では、利用者の高齢化や障害の重度化、ニーズの多様化、複雑な社会状況も反映した処遇困難な

子どもや被虐待児の増大など、より多くの人手の確保はもちろんのこと、経験豊かな福祉人材と専門性の確保・

向上が強く求められています。  
しかし、この間の社会福祉制度「改革」等により、賃金や労働条件の引下げ、正規職員の削減やパート・非常

勤など非正規労働者の急増、労働強化や過密労働、サービス残業の増大など、労働環境の悪化がすすみ、職員の

中には、生活難と共にメンタルな疾病を含む健康破壊が広がり、これまで以上に「働き続ける」ことが困難にな

っています。 
施設職員の処遇向上、人材確保に大きな役割を果たしている「退職共済制度」が改悪され、退職金の給付水準

が引下げられれば、「がんばって働こう」という意欲をそぎ、職員がより高い専門性を身につける条件がいっそう

狭められることは明白です。 
また、介護保険対象施設への公費助成の廃止によって、新規職員の掛け金はすべて経営者が負担することにな

り、その掛け金捻出のために賃金の引下げや不安定雇用労働者の増大に拍車がかかることは明らかです。それら

が結果的には利用者への福祉サービスの低下を引き起こすことになりかねません。 
いま求められていることは、安定的に働き続けられるよう社会福祉職員の労働環境を改善することです。その

ためには、少なくとも現行の「退職共済制度」の給付水準の引下げや公費助成の廃止はやめるべきです。 
厚生労働委員会での審議に当たって、利用者の状況や福祉現場の実態、福祉施設や福祉労働者に求められてい

る役割等を考慮し、「退職共済制度」の改悪に反対して下さるよう要請致します。 
 

               全国福祉保育労働組合 
                           （施設名） 

 
（名前）          

 

福祉労働者の声を聞いて下さい 

 
 
 
 
 
 
 

 



 


